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福知山市立学校教育改革推進プログラム 

後期計画 

  
（平成２８年度～平成３２年度） 

 

 
福知山市教育委員会 

【福知山市立学校教育改革推進プログラム前期計画（平成２３～２７年度） ５年間の振り返り】 

  
 教育基本法や学校教育法の改正により、教育の目的や目標が見直され、「基礎的・基本的な知識・技能

の習得」や「それを活用した思考力・判断力・表現力」、「学習意欲」を学力の重要な３要素としました。

全国的な傾向でもありますが、本市でも活用力についての課題が見られ、学校では、その育成のための授

業改善が進み、授業や指導形態が工夫され、「学び方を学ぶ」といった、よりアクティブな学習に向かっ

て教育環境が整ってきています。 

 また、本市では「保幼小中一貫・連携教育（シームレス学園構想）」を中核とした様々な施策や取組に

より、「確かな学力・質の高い学力（知）」「豊かな心（徳）」「健やかな体（体）」の調和のとれた育

成を図り、社会の変化に対応できる「生きる力」を備えた人材を育てることをめざしてきました。 

 次に、「市立学校の再編」では、「保護者、地域住民の理解と協力を得て進めることが大切なこと」

「子どもたちの成長を考えるとできるだけ早い対応が必要なこと」から要望のある地域の学校を早期に進

めることを基本方針として、複式学級の解消を念頭におき、学校再編を進めてきました。 

 前期計画からの市立学校の再編の状況は、平成２５年度に、精華小学校・育英小学校・明正小学校の旧

夜久野３小学校を統合し、夜久野中学校との、本市で初の施設一体型小中一貫校 

である夜久野学園（通称）が開校しました。 

 また、平成２６年度末をもって川合小学校が細見小学校と、三岳小学校が 

上川口小学校と統合し、前期計画最終年度となる平成２７年度の学校数は、 

小学校で２２校、中学校で９校となっています。 

 いずれの学校再編も地元の要望を受け、保護者、地域住民の理解と協力 

を得ながら、丁寧に協議を進め円滑な統合を図ってきました。 



１ 学校教育を取り巻く状況 

○ 福知山市の現状と社会状況 
 人口の減少と少子高齢化、過疎化に伴っての学校の小規模化、高度情報化、経済状況の悪化など、社

会状況や家庭状況が大きく変化する中、公教育においてすべての子どもたちに、基礎基本となる学力の

定着や学ぶ意欲の向上、時代の変化に適応した教育を推進し、一人一人の子どもたちがもつ可能性を広

げ、夢をもち、夢を実現できる力を育てることが重要です。また、様々な体験を通して周りの人々とつ

ながり、自尊感情を高め、コミュニケーション能力を育成することも求められています。 

 

○ 本市の子どもたちの状況 

（学力・学習の状況について） 
 平成２７年４月に実施した全国学力・学習状況調査によると、本市の小学６年生においては国語、算

数、理科ともに全国平均を上回っています。中学３年生においては国語は全国平均を上回っていますが、

数学と理科は全国平均を下回っています。小・中学生のいずれも、全国的な傾向と同様、知識・技能等

を実生活の様々な場面に活用する能力にやや課題が見られます。  

 

（生活習慣について） 
 普段３０分以上読書をしていると答えた割合が、小・中学生ともに全国に比べて低く、普段１時間以

上家庭で学習していると答えた割合が、小学生では全国よりやや上回っているものの、中学生では下

回っています。また、中学３年生で、スマートフォンや携帯電話を持っている生徒の割合は全国平均よ

りやや低い反面、通話やメール、インターネットを１日あたり1時間以上すると答えた生徒の割合は、全

国平均よりやや高いという結果でした。  

 

（意識の面について） 
 「ものごとを最後までやりとげ、うれしかったことがある」といった自己実現の感情については中学

生で全国をやや下回り、また「自分にはよいところがある」といった自尊感情については、小・中学生

ともに全国よりも高くなっています。また、「人の役に立つ人になりたい」という他者貢献の意識につ

いても、小学生では全国より高く、中学生でやや低くなっています。 

 

（貧困化の状況について） 
 平成２６年５月１日現在で、市内小中学生の保護者世帯の内、要保護世帯と準要保護世帯をあわせた

保護世帯率は２１％となっており、５世帯のうち1世帯は援助家庭ということになり、子どもの貧困化が

懸念される状況です。 

 

（心身の発達について） 
 文部科学省の学校衛生統計及び学校保健統計調査によると、身長や体重の平均値で、学校衛生統計が

始まった昭和２３年度の男女の平均値と平成２６年度の男女の平均値を比較すると、およそ２～３歳の

身体的な発達の早期化が見られます。 

 また、文部科学省の児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査（平成２５年）によると、

暴力行為の加害児童生徒数、いじめの認知件数、不登校児童生徒数はいずれも中学１年生段階で急増し

ています。【中１ギャップ】 

 このような心身の発達の早期化や規範意識の低下は、本市の子どもたちにとっても例外ではなく、子

どもたちの身体的、精神的な発達に応じた教育が必要であるといえます。 

 

  



３ 学校の小（過小）規模化と学級の少人数化の状況と課題 

 文部科学省の平成２７年度学校基本調査によると全国の小・中学校の在籍者数はいずれも過去最低を

更新し、全国的にも少子化の流れをたどっています。 

 本市においても、平成２７年度の児童生徒数は小学校４，３１９人、中学校２，１８６人で、児童生徒

数の第２次ピーク時（小学校：昭和５７年７，７４９人、中学校：昭和６１年３，９２５人）と比較する

と、ともに第2次ピーク時の約５６％となっています。 

 また、平成２７年度の本市の複式学級設置校は小学校で７校、中学校にはありません。平成３３年度に

は、小学校で新たに２校を加えた９校が複式学級設置校となることが見込まれ、さらに２つの複式学級が

設置される学校や在籍児童のいない学年（欠学年）がある学校が出現し、特に市の周辺部の学校の小規模

化が進むことが予測されます。 

 文部科学省「公立小・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」 

では学級数や児童生徒数が少ないこと、教職員数が少ないことによる学 

校運営上の課題が児童生徒に影響を与える可能性について示されており、 

本市においてその課題を解消するためには、学校を再編する必要がある 

と考えます。 

２ 教育内容の充実 【後期計画】

④健やかな体を育てる教育の推

進
・食に関する指導の充実
・安全教育と安全管理の充実

・危機管理体制の強化

・体力・運動能力の向上 など

福知山市教育目標

「自分のために（自己実現） 人のために（他者貢献） 社会のために（社会貢献）

共に幸せを生きる人材の育成」

⑤社会の変化や現代的課題に対

応する教育の推進
・ＩＣＴ教育
・グローバル人材の育成

・子どもの貧困対策

・主権者教育 など

⑥魅力ある学校・園・学園づくり

と教職員の資質能力の向上
・「チーム学校」としての体制整備
・人材育成、教職員研修

・「義務教育学校」の設置 など

①確かな学力を育てる教育の推

進
・特色あるシームレス教育の推進

・幼児教育の充実

・基礎的・基本的な指導の充実

・読書活動の充実
・ｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞの活用 など

②一人一人を大切にし、個性や

能力を伸ばす教育の推進
・キャリア教育の推進
・特別支援教育の推進

・小規模校及び複式形態の特性を生

かした教育活動の推進
・21世紀型能力の育成 など

③豊かな人間性と社会性を育てる

教育の推進
・道徳教育・人権教育の充実
・いじめ・暴力行為の未然防止

・不登校の未然防止

・京都式「ふるまいの教育」
・ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙの導入促進 など

知･徳･体をはぐくむ

「シームレス学園構想（保幼小中一貫・連携教育）」の推進



資料　５

昭和50年 昭和51年 昭和52年 昭和53年 昭和54年 昭和55年 昭和56年 昭和57年 昭和58年 昭和59年
児童数 6,389 6,550 6,701 6,974 7,406 7,507 7,686 7,749 7,672 7,582
生徒数 3,316 3,220 3,178 3,113 3,065 3,132 3,259 3,444 3,448 3,576
合計 9,705 9,770 9,879 10,087 10,471 10,639 10,945 11,193 11,120 11,158

美河小開校 美鈴小開校 有仁小開校 児童数ピーク

（河守小・河東小・河西小） （物成小・俊明小） （有路下小・有路小）

昭和60年 昭和61年 昭和62年 昭和63年 平成元年 平成2年 平成3年 平成4年 平成5年 平成6年
児童数 7,302 7,055 6,702 6,443 6,346 6,239 6,158 5,993 6,002 6,041
生徒数 3,753 3,925 3,891 3,770 3,595 3,461 3,298 3,227 3,078 2,947
合計 11,055 10,980 10,593 10,213 9,941 9,700 9,456 9,220 9,080 8,988

生徒数ピーク 金山小・天津小統合

平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年
児童数 5,922 5,736 5,578 5,470 5,271 5,092 4,981 4,900 4,922 4,853
生徒数 2,906 2,948 3,015 2,912 2,860 2,784 2,744 2,581 2,469 2,381
合計 8,828 8,684 8,593 8,382 8,131 7,876 7,725 7,481 7,391 7,234

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
児童数 4,820 4,886 4,795 4,806 4,736 4,627 4,611 4,558 4,512 4,402
生徒数 2,374 2,309 2,302 2,255 2,304 2,272 2,271 2,285 2,224 2,260
合計 7,194 7,195 7,097 7,061 7,040 6,899 6,882 6,843 6,736 6,662

市町村合併 公誠小・上川口小統合 前期プログラム策定 夜久野学園開校

北陵中・川口中統合 （精華小・育英小・明正小）

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年
児童数 4,319 4,386 4,376 4,387 4,401 4,481 4,485
生徒数 2,186 2,171 2,147 2,178 2,202 2,180 2,141
合計 6,505 6,557 6,523 6,565 6,603 6,661 6,626

川合小・細見小統合 後期プログラム策定

三岳小・上川口小統合

福知山市児童生徒数の推移（昭和５０年～平成３３年）

Ｈ２８以降
は予測
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資料　６

児童生徒数 学級数 児童生徒数 学級数 児童生徒数 学級数 児童生徒数 学級数 児童生徒数 学級数 児童生徒数 学級数 児童生徒数 学級数

惇明小 542 20 588 21 600 21 638 22 640 22 667 23 660 23
昭和小 628 23 634 24 654 24 664 24 694 24 722 25 731 26
大正小 379 14 395 14 415 15 412 15 417 15 423 16 427 16
雀部小 492 19 507 19 483 18 502 18 506 18 510 19 506 19
庵我小 99 6 103 6 94 6 91 6 87 6 85 6 90 6
修斉小 400 14 388 13 372 13 356 12 345 12 343 12 339 12
遷喬小 284 12 292 12 317 12 320 12 348 12 365 12 378 12
天津小 29 5 30 5 35 5 32 5 28 5 25 5 23 4
上豊富小 103 6 98 6 100 6 101 6 100 6 94 6 91 6
上六人部小 39 5 36 5 30 4 26 4 25 4 29 5 33 5
中六人部小 34 5 30 5 31 5 30 5 28 5 25 5 20 4
下六人部小 382 14 373 13 372 13 378 13 354 12 366 12 372 12
上川口小 95 6 99 6 92 6 92 6 83 6 83 6 78 6
金谷小 26 4 28 4 21 3 17 3 19 3 15 3 19 4
佐賀小 28 5 28 5 29 5 28 5 28 5 26 5 23 4
成仁小 358 13 359 13 335 12 332 12 334 12 333 12 336 12
菟原小 38 5 39 5 46 5 43 5 39 5 38 5 40 5
細見小 66 6 64 6 61 6 51 6 52 5 46 5 46 5
夜久野小 99 6 95 6 93 6 87 6 91 6 97 6 94 6
美河小 124 6 126 6 125 6 123 6 117 6 126 6 129 6
美鈴小 30 5 33 5 31 5 27 5 26 5 24 4 21 4
有仁小 44 5 41 5 40 5 37 5 40 5 39 5 29 5

合計 4,319 204 4,386 204 4,376 201 4,387 201 4,401 199 4,481 203 4,485 202

桃映中 229 7 234 7 228 7 241 8 247 8 254 8 237 7
南陵中 531 15 532 15 554 15 548 15 580 16 592 17 622 18
成和中 302 9 302 9 271 9 280 9 265 9 270 9 252 9
六人部中 233 7 242 8 234 7 234 7 238 7 227 7 221 7
川口中 72 3 71 3 69 3 64 3 65 3 55 3 57 3
日新中 574 15 566 15 588 16 597 16 603 16 576 15 565 15
三和中 64 3 53 3 41 3 51 3 52 3 64 3 53 3
夜久野中 78 3 70 3 65 3 60 3 48 3 43 3 39 3
大江中 103 3 101 3 97 3 103 3 104 3 99 3 95 3

合計 2,186 65 2,171 66 2,147 66 2,178 67 2,202 68 2,180 68 2,141 68

児童生徒数と学級数の推移（平成２７年５月１日現在　住民基本台帳による）

は複式学級が設置、または設置が見込まれる学校（平成２８年度以降は、府基準より算出）
は複式学級が２学級 ※　斜体は欠学年あり（平成29～30年度まで金谷小は欠学年が２学年）

児
童
数

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度
学校名

平成２７年度 平成２８年度

生
徒
数

※ 平成２７年度は、５月１日現在の児童生徒数の実数

平成２８年度は、平成２１年４月２日～平成２２年４月１日に生まれた子どもの数を加えた数

平成２９年度は、平成２２年４月２日～平成２３年４月１日に生まれた子どもの数を加えた数

平成３０年度は、平成２３年４月２日～平成２４年４月１日に生まれた子どもの数を加えた数

平成３１年度は、平成２４年４月２日～平成２５年４月１日に生まれた子どもの数を加えた数

平成３２年度は、平成２５年４月２日～平成２６年４月１日に生まれた子どもの数を加えた数

平成３３年度は、平成２６年４月２日～平成２７年４月１日に生まれた子どもの数を加えた数

※ 学級数に特別支援学級は含まない。



４ 学校の適正規模・適正配置における市立学校の再編 【後期計画】 

５ 長期的な視野に立った福知山市の学校の在り方の検討 

 後期計画では、前期計画で示した基本方針や市立学校の現状と今後の推移を踏まえ、加速する児童数

の減少と学校の小規模化に対応する教育環境の改善を早期に図ることとし、保護者と地域住民の理解と

協力を得ながら、教育の機会均等の確保と教育効果を高めるために、平成３２年度までを目標に、でき

るだけ早期に学校再編を進めます。 

 ○ 後期計画における基本的な再編の進め方 

  ① 子どもたちの成長を考えるとできるだけ早い対応が必要なこと 

  ② まずは、保護者の理解を得た上で、地域住民の理解と協力を得て進めること 

 の視点を踏まえ、要望のある地域の学校から進めることとします。 

 ○ 学校再編等に係る後期の実施計画における視点 

  ・ 複式学級を解消し、各学年に単学級を確保する。その上で一定の学級規模（２０名程度）を確 

   保し、学び合いを高めることをねらいとする。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

   

  ・ 夜久野学園で培った教育活動の成果を生かし、小中一貫校の制度化に応じて、学校規模や地理 

   的要件が適した三和地域・大江地域に「義務教育学校」の設立をめざす。 

  ・ 児童生徒が安心安全に学ぶことができる学校の立地条件の整備を優先課題とし、よりよい学習 

   環境を確保する。また、再編対象校を柔軟かつ総合的に検討する。 

  ・ 社会総がかりでの教育の実現に向けたコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入 

   を進める。 

  ・ 教育の機会均等を確保する観点から、小規模校のメリットを最大限に生かすとともに小規模校 

   のデメリットを緩和する方策を講じる。 

 この「後期計画」は、平成２８年度から平成３２年度までの５年間を見通した計画です。その後のさ

らなる少子化など長期的な展望において、学校規模の状況や児童生徒数の将来推移、後期計画の進捗状

況などを踏まえ、本市の学校教育の在り方や新たな再編計画を検討することが必要となります。 

そのための諮問機関として、平成３１年度に「第２次福知山市学校教育審議会」を立ち上げ、 

本市の学校教育のあり方や新たな再編計画について、様々な可能性を踏まえ、継続した検討 

を行います。 

○ 学級数や児童生徒数、教職員数が少ないことによる学校運営上の課題が、児童生徒に 

 影響を与える可能性（文部科学省「公立小・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」より） 

 
・ 集団の中で自己主張をしたり、他者を尊重する経験を積んだりしにくく、社会性やコミュニケー 

 ション能力が身に付きにくい。 

・ 児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすく、また、教員への依存心が強まる可能性がある。 

・ 協働的な学びの実現が困難となる。 

・ 教員それぞれの専門性を生かした教育を受けられない可能性がある。 

・ 切磋琢磨する環境の中で意欲や成長が引き出されにくい。 

・ 進学等の際に大きな集団への適応に困難を来す可能性がある。 

・ 多様な物の見方や考え方、表現の仕方に触れることが難しい。 

・ 多様な活躍の機会がなく、多面的な評価の中で個性を伸ばすことが難しい。 

天津小学校（※）

上六人部小学校

中六人部小学校（※）

金谷小学校（※）

佐賀小学校（※）

菟原小学校

細見小学校

美鈴小学校（※）

有仁小学校

平成３３年度までに複式学
級の設置が見込まれる学校
（※複複式学級設置校など
４学級以下の学校）

再編が考えられる相手校

中学校区の小学校

修斉小学校 成和中学校区

中六人部小学校
下六人部小学校

上六人部小学校
下六人部小学校

上川口小学校 川口中学校区

六人部中学校区

美河小学校
有仁小学校

美河小学校
美鈴小学校

遷喬小学校
成仁小学校

日新中学校区

細見小学校

菟原小学校
三和中学校区

大江中学校区



～お問い合わせ～ 

〒620－8501  福知山市字内記１３番地の１（内記３丁目） 福知山市教育委員会 教育総務課 
TEL 0773－24－7061  FAX 0773－24－4880  E-MAIL kyouiku@city.fukuchiyama.lg.jp 

○ 夜久野・三和・大江に設置をめざす「義務教育学校」ってどんな学校？ 
 文部科学省は、学校教育法等の一部を改正し、小中一貫教育を行う新たな学校の種類を制度化し、平成

２８年度から小中一貫教育を実施することを目的とする「義務教育学校」を設けることとしました。 

 これまでの小中一貫校では、小学校における教育と中学校における教育を円滑に接続させるため、教育

課程特例制度を活用し、独自の教科を設けたり、義務教育９年間を見通した教育課程として「４・３・

２」の学年段階の区切りを設定したりして、カリキュラム編成や指導の工夫を行っていました。 

 さらに、義務教育学校では、１年生から９年生までの児童生徒が一つの学校に通うという特質を生かし

て、中学校の学習内容を小学校段階で先取りして指導したり、教育内容の実施学年を入れ替えたり、独自

教科（１～９年生まで一貫した教科の設定…例えば「英会話科」「言語科」「ふるさと探究科」など）を

設けたりすることも可能です。小中一貫校であるため、教員は、小学校と中学校の免許状を併有すること

を原則（当分の間は例外あり）としており、子どもたちの９年間の学びを、校内の全教職員ではぐくんで

いくこととなります。 

  

Ｑ 小学校6年生のリーダーとしての活躍の場はどうなるの？ 

Ａ 従来の小学校では、最上級生の６年生が、学校行事等でリーダーシップを発揮する学年になりますが、義務教育

学校（小中一貫校）においては、「４・３・２」の区切りとした場合、前期・中期・後期学年の各段階での最上級生（4年・7

年・9年）が各学年期においてリーダーシップを発揮する学年となります。その他の学年においても、意図的な活躍の場

を設定することで、9年間を通した学校生活の中で、多様な成長の場面を創出することができます。6年生で迎える卒

業式（小学校課程の修了証書の授与）を行うことも可能です。 

 

Ｑ 小中一貫教育による「中1ギャップ」解消への効果は？ 

Ａ 児童が、小学校から中学校へ進学する際、新しい環境での学習や生活にうまく適応できず、不登校や問題行動等

につながっていく事態を「中１ギャップ」といいます。義務教育学校では、従来の６・３制を「４・３・２」などの学年段階の

区切りとして、５・６年生を中心に、教科担任制（例えば算数科や外国語活動で中学校の先生の授業を受ける）や５０

分授業（小学校は４５分）など中学校での学習形態を先行的に経験したり、中学校の先生から授業や部活動の指導を

受けたりすることで、進学に伴う児童の不安を緩和すると共に、児童生徒の情報を校内の全教員が共有し、指導に生

かすなど、小中学校間の円滑な接続による「中1ギャップ」解消へのより高い効果が期待されます。 

 （本市では、従来から「シームレス学園構想（保幼小中一貫・連携教育）」により、中1ギャップの解消に努めています。） 

 

 

 従来の小中学校
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